別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：母子保健指導費
	事業名:新生児聴覚障がい対策支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
健康福祉部保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2546）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：1,232千円（前年度予算額：1,232千円）
	事業内容


	１　事業の内容


新生児期における聴覚障がい早期発見のための検査体制の維持と精度管理、身近な場所での相談体制の整備を図る。
（１）検査体制の維持と精度管理

①検査機関における受診勧奨と検査実績報告委託業務の実施、②検査機関の検査水
準の維持、③検査機関数の維持と新生児聴覚検査検討委員会による事業精度管理

（２）検査意義の普及啓発

　①耳の聞こえの大切さの普及啓発、②市町村検査費助成事業の推進

（３）身近な場所での相談体制整備
　　　保健、福祉、教育機関連携強化のための相談事業従事者研修会開催　　　　
	２　所要経費


新生児聴覚障がい対策支援事業費　1,232千円　

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり　１子どもを産み育てやすい地域をつくる
	２　これまでの取組状況


平成17年度に新生児聴覚検査の検査体制の整備を目的に事業を開始し、以後3年間で検査体制を整備。当該事業が少子化対策として地方財政措置された事に伴い、平成19年度で検査費助成事業を廃止し、平成20年度からは、検討委員会での協議を中心に、これまでに構築した検査体制の維持と精度管理事業として実施している。
　◆平成22年度検査実施数　

	年度
	H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22

	県出生数
	17,706
	18,092
	17,696
	17,505
	17,327
	16,887

	検査実施数
	385
	10,374
	7,621
	11,668
	12,231
	12,210

	検査結果
	パス
	384
	10,331
	11,570
	11,632
	10,776
	12,166

	
	再検査
	1
	43
	52
	36
	34
	44


　◆検査機関数と出生数カバー率の推移

	年度
	H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22

	AABR実施機関
	24
	40
	36
	38
	39
	41

	事業受託機関
	4
	38
	35
	35
	35
	38

	
	カバー率
	10%
	76%
	78%
	83%
	77%
	-


※カバー率：当該年度のAABR実施医療機関出生数/当該年度の県出生数*100
※AABR：自動聴力検査

　◆Ａ難聴幼児通園施設における聴覚検査による発見数
	年度
	H14
	H16
	H18
	H19
	H20
	H21

	発見率
	7.5%
	25%
	41％
	53%
	71%
	69%


・H12～H21受検児➩平均難聴診断年齢：5.8か月　療育開始年齢：7.3か月
・H12～H21未受検児➩平均難聴診断年齢：28.9か月　療育開始年齢：23.6か月

　◆受検動機づけのための市町村検査助成事業実施か所推移
	年度
	H20
	H21
	H22
	H23

	か所数
	16
	27
	32
	33


	３　これまでの取組に対する評価


（１）検査体制：検査実施機関、検査受検児数は増加しこれを維持する必要がある。

（２）支援体制：検査受検児中の確定診断・療育開始年齢は早まり、児の健やかな成長・
発達に貢献している。今後も早期発見の体制を維持する必要がある。
（３）療育体制：関係機関の役割は定着し、検査、精密検査から療育開始までの連携は
強化している。この体制の維持と、児の身近な場所での療育体制の整備を検討す
る必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,232
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,232

	要求額
	1,232
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,232

	決定額
	1,232
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,232








